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１．当中間決算に関する定性的情報 

 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当中間連結会計期間の世界経済は、欧米では緩やかに景気が回復したものの、中国をはじめとする新興

国経済の減速により、全体では景気回復が弱まりました。 
わが国経済は、輸出・生産に弱い動きが見られる等、景気の回復は足踏み状態となりました。 

このような情勢のもと損害保険・生命保険を中心に事業展開を行った結果、当中間連結会計期間の

連結経営成績は以下のとおりとなりました。 

  保険引受収益 1 兆 9,450 億円、資産運用収益 2,442 億円などを合計した経常収益は、前中間連結会

計期間に比べて 685 億円増加し、2兆 2,414 億円となりました。一方、保険引受費用 1兆 6,964 億円、

資産運用費用 727 億円、営業費及び一般管理費 3,498 億円などを合計した経常費用は、前中間連結会

計期間に比べて 1,375 億円増加し、2兆 1,252 億円となりました。 

  この結果、経常利益は前中間連結会計期間に比べて 690 億円減少し、1,161 億円となりました。 

 経常利益に特別利益、特別損失、法人税等合計などを加減した親会社株主に帰属する中間純利益は

856 億円と、前中間連結会計期間に比べて 573 億円の減少となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当中間連結会計期間末の連結総資産は、国内および海外における保険営業の伸展などにより増加し

た一方で、株価下落に伴い有価証券が減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて 139 億円

減少し、20 兆 8,757 億円となりました。 

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

当連結会計年度の業績予想につきましては、以下の条件を前提に見直しを行い、経常利益 3,200 億

円、親会社株主に帰属する当期純利益 2,200 億円と予想しております。 

・正味収入保険料および生命保険料については、過去および中間期の実績等を踏まえた当社独自の予

測に基づき、それぞれ 3兆 2,300 億円、3,300 億円を見込んでおります。 

・自然災害に係る正味発生保険金については、過去および中間期の実績等を勘案し、東京海上日動火

災保険㈱で 700 億円、日新火災海上保険㈱で 50 億円を見込んでおります。 

・市場金利、為替レートおよび株式相場については、2015 年９月末から大きくは変動しない前提とし

ております。 

 

なお、上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報および上記の前提条件に基づいて

作成したものであるため、実際の業績は、今後の様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性

があります。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

 

会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
（会計基準等の改正に伴う会計方針の変更） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 25 年９月 13 日。以下「企業結合会計

基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 25 年９月 13 日。以

下「連結会計基準」という。）、および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成 25

年９月 13 日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当中間連結会計期間より適用し、支配が継

続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、

取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当中間

連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の

配分額の見直しを企業結合日の属する中間連結会計期間の中間連結財務諸表に反映させる方法に変更

しております。加えて、中間純利益等の表示の変更および少数株主持分から非支配株主持分への表示

の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前中間連結会計期間および前連結会計

年度については、中間連結財務諸表および連結財務諸表の組替えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第 58－２項(4)、連結会計基準第 44－５

項(4)および事業分離等会計基準第 57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当中間連結会

計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。 

この結果、当中間連結会計期間の経常利益および税金等調整前中間純利益はそれぞれ 659 百万円減

少しております。 
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３．中間連結財務諸表

（１）中間連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2015年３月31日)

当中間連結会計期間
(2015年９月30日)

資産の部

現金及び預貯金 536,657 627,266

コールローン 402,586 642,496

買現先勘定 64,979 462,918

債券貸借取引支払保証金 24,841 9,630

買入金銭債権 1,372,372 1,416,973

金銭の信託 2,433 4,386

有価証券 15,511,017 14,958,099

貸付金 695,028 418,454

有形固定資産 282,766 278,264

無形固定資産 408,915 398,575

その他資産 1,529,803 1,604,877

退職給付に係る資産 408 1,086

繰延税金資産 56,568 56,050

支払承諾見返 28,295 16,935

貸倒引当金 △27,005 △20,248

資産の部合計 20,889,670 20,875,765

負債の部

保険契約準備金 14,328,660 14,707,211

支払備金 2,204,030 2,361,326

責任準備金等 12,124,629 12,345,885

社債 107,077 88,510

その他負債 1,969,679 1,957,959

債券貸借取引受入担保金 825,845 820,513

その他の負債 1,143,833 1,137,446

退職給付に係る負債 239,838 238,016

役員退職慰労引当金 18 19

賞与引当金 51,615 49,356

特別法上の準備金 82,945 85,076

価格変動準備金 82,945 85,076

繰延税金負債 391,828 261,337

負ののれん 80,056 74,942

支払承諾 28,295 16,935

負債の部合計 17,280,014 17,479,365

純資産の部

株主資本

資本金 150,000 150,000

利益剰余金 1,357,846 1,401,757

自己株式 △11,038 △10,696

株主資本合計 1,496,808 1,541,061

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,846,908 1,586,208

繰延ヘッジ損益 19,183 8,178

為替換算調整勘定 237,201 249,784

退職給付に係る調整累計額 △21,397 △18,922

その他の包括利益累計額合計 2,081,895 1,825,249

新株予約権 2,037 2,121

非支配株主持分 28,915 27,967

純資産の部合計 3,609,655 3,396,399

負債及び純資産の部合計 20,889,670 20,875,765
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（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

（中間連結損益計算書）

(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 2014年４月１日
至 2014年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2015年４月１日
至 2015年９月30日)

経常収益 2,172,864 2,241,417

保険引受収益 1,809,983 1,945,005

（うち正味収入保険料） 1,517,665 1,735,122

（うち収入積立保険料） 62,813 64,683

（うち積立保険料等運用益） 26,020 25,430

（うち生命保険料） 201,096 116,961

資産運用収益 316,445 244,231

（うち利息及び配当金収入） 165,283 197,448

（うち金銭の信託運用益） 11 0

（うち売買目的有価証券運用益） 207 －

（うち有価証券売却益） 48,009 55,574

（うち有価証券償還益） 353 398

（うち金融派生商品収益） － 9,378

（うち特別勘定資産運用益） 117,909 －

（うち積立保険料等運用益振替） △26,020 △25,430

その他経常収益 46,435 52,180

（うち負ののれん償却額） 5,114 5,114

（うち持分法による投資利益） 315 716

経常費用 1,987,652 2,125,241

保険引受費用 1,641,979 1,696,436

（うち正味支払保険金） 795,850 793,246

（うち損害調査費） 59,193 63,840

（うち諸手数料及び集金費） 302,721 337,163

（うち満期返戻金） 96,984 95,133

（うち契約者配当金） 179 83

（うち生命保険金等） 144,116 178,115

（うち支払備金繰入額） 18,114 143,584

（うち責任準備金等繰入額） 222,002 79,270

資産運用費用 27,850 72,798

（うち金銭の信託運用損） 1,438 47

（うち売買目的有価証券運用損） － 1,083

（うち有価証券売却損） 5,143 6,716

（うち有価証券評価損） 2,130 4,233

（うち有価証券償還損） 436 503

（うち金融派生商品費用） 13,873 －

（うち特別勘定資産運用損） － 46,323

営業費及び一般管理費 311,224 349,816

その他経常費用 6,597 6,189

（うち支払利息） 3,020 3,286

（うち貸倒損失） 444 43

（うち保険業法第113条繰延資産償却費） 1,913 1,913

経常利益 185,211 116,176
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 2014年４月１日
至 2014年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2015年４月１日
至 2015年９月30日)

特別利益 1,710 153

固定資産処分益 1,710 76

その他 － 76

特別損失 13,093 3,841

固定資産処分損 183 424

減損損失 9,786 1,272

特別法上の準備金繰入額 2,078 2,131

価格変動準備金繰入額 2,078 2,131

その他 1,044 14

税金等調整前中間純利益 173,829 112,487

法人税及び住民税等 38,355 45,885

法人税等調整額 △8,199 △20,036

法人税等合計 30,156 25,848

中間純利益 143,672 86,638

非支配株主に帰属する中間純利益 729 1,033

親会社株主に帰属する中間純利益 142,943 85,605
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（中間連結包括利益計算書）

（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自 2014年４月１日
至 2014年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2015年４月１日
至 2015年９月30日)

中間純利益 143,672 86,638

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 242,608 △261,018

繰延ヘッジ損益 236 △11,005

為替換算調整勘定 △43,398 11,498

退職給付に係る調整額 2,565 2,474

持分法適用会社に対する持分相当額 △303 456

その他の包括利益合計 201,708 △257,593

中間包括利益 345,381 △170,954

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 344,898 △171,040

非支配株主に係る中間包括利益 482 85
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（３）中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間（自 2014年４月１日 至 2014年９月30日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 150,000 1,231,034 △6,716 1,374,318

会計方針の変更による
累積的影響額

△12,268 △12,268

会計方針の変更を反映した
当期首残高

150,000 1,218,765 △6,716 1,362,049

当中間期変動額

剰余金の配当 △30,688 △30,688

親会社株主に帰属する中間純利益 142,943 142,943

自己株式の取得 △40 △40

自己株式の処分 △51 489 437

連結範囲の変動 －

その他 △162 △162

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

当中間期変動額合計 － 112,041 449 112,490

当中間期末残高 150,000 1,330,807 △6,267 1,474,539

その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配株主

持分
純資産合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

当期首残高 1,239,658 18,222 106,510 △25,946 1,891 24,459 2,739,114

会計方針の変更による
累積的影響額

△5 △12,274

会計方針の変更を反映した
当期首残高

1,239,658 18,222 106,510 △25,946 1,891 24,453 2,726,839

当中間期変動額

剰余金の配当 △30,688

親会社株主に帰属する中間純利益 142,943

自己株式の取得 △40

自己株式の処分 437

連結範囲の変動 －

その他 △162

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

242,477 236 △43,323 2,565 △121 1,037 202,871

当中間期変動額合計 242,477 236 △43,323 2,565 △121 1,037 315,361

当中間期末残高 1,482,136 18,458 63,186 △23,381 1,770 25,491 3,042,201
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当中間連結会計期間（自 2015年４月１日 至 2015年９月30日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 150,000 1,357,846 △11,038 1,496,808

会計方針の変更による
累積的影響額

－

会計方針の変更を反映した
当期首残高

150,000 1,357,846 △11,038 1,496,808

当中間期変動額

剰余金の配当 △41,502 △41,502

親会社株主に帰属する中間純利益 85,605 85,605

自己株式の取得 △83 △83

自己株式の処分 △133 424 290

連結範囲の変動 △130 △130

その他 73 73

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

当中間期変動額合計 － 43,911 341 44,252

当中間期末残高 150,000 1,401,757 △10,696 1,541,061

その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配株主

持分
純資産合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

当期首残高 1,846,908 19,183 237,201 △21,397 2,037 28,915 3,609,655

会計方針の変更による
累積的影響額

－

会計方針の変更を反映した
当期首残高

1,846,908 19,183 237,201 △21,397 2,037 28,915 3,609,655

当中間期変動額

剰余金の配当 △41,502

親会社株主に帰属する中間純利益 85,605

自己株式の取得 △83

自己株式の処分 290

連結範囲の変動 △130

その他 73

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

△260,700 △11,005 12,583 2,475 84 △947 △257,509

当中間期変動額合計 △260,700 △11,005 12,583 2,475 84 △947 △213,256

当中間期末残高 1,586,208 8,178 249,784 △18,922 2,121 27,967 3,396,399
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テキストボックス
（注）その他は、在外連結子会社が採用する会計処理基準に基づく税効果の組替調整額等であります。
 



（４）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

（５）企業結合等関係 

企業結合に関する重要な後発事象 

当社は、当社の子会社である東京海上日動火災保険株式会社（以下「東京海上日動」という。）

を通じて、米国のスペシャルティ保険グループ HCC Insurance Holdings, Inc.（以下「HCC 社」

という。）の発行済み株式を 100％取得いたしました。 

 

１．企業結合の概要 

 ① 被取得企業の名称 

   HCC Insurance Holdings, Inc. 

 ② 事業の内容 

   傘下に保険関連子会社群を有する持株会社 

 ③ 企業結合を行った主な理由 

   HCC 社の事業ポートフォリオは収益性が高くかつ分散が効いていることに加え、当社の既

存事業と HCC 社の事業が補完的でかつオーバーラップも限定的であることから、本件買収

によって、当社事業ポートフォリオの一層の分散が進み、グループ全体の資本効率の向上

と収益の持続的な成長を可能とする、より安定的なグループ経営の基盤構築の実現を目的

とするものであります。 

 ④ 企業結合日 

   2015 年 10 月 27 日 

 ⑤ 企業結合の法的形式 

   米国の企業再編法制に基づく逆三角合併による買収 

 ⑥ 結合後企業の名称 

   HCC Insurance Holdings, Inc. 

 ⑦ 取得した議決権比率 

   100％ 

⑧ 取得企業を決定するに至った主な根拠 

   東京海上日動が HCC 社の議決権の 100％を取得し同社を支配するに至ったことから、東京

海上日動を取得企業と決定しております。 

 

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

   取得の対価    現金 898,012 百万円  

   取得原価        898,012 百万円 
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４．補足情報

(１)損益状況の対前年同期比較
（単位：百万円）

1,809,983 1,945,005 135,022 7.5 ％

（ 1,517,665 ） （ 1,735,122 ） （ 217,456 ） （ 14.3 ）

（ 62,813 ） （ 64,683 ） （ 1,869 ） （ 3.0 ）

（ 201,096 ） （ 116,961 ） （ △  84,134 ） （ △  41.8 ）

1,641,979 1,696,436 54,457 3.3

（ 795,850 ） （ 793,246 ） （ △  2,603 ） （ △  0.3 ）

（ 59,193 ） （ 63,840 ） （ 4,646 ） （ 7.9 ）

（ 302,721 ） （ 337,163 ） （ 34,442 ） （ 11.4 ）

（ 96,984 ） （ 95,133 ） （ △  1,851 ） （ △  1.9 ）

（ 144,116 ） （ 178,115 ） （ 33,998 ） （ 23.6 ）

（  18,114 ） （  143,584 ） （ 125,470 ） （ 692.7 ）

（ 222,002 ） （ 79,270 ） （ △  142,732 ） （ △  64.3 ）

316,445 244,231 △  72,214 △  22.8

（ 165,283 ） （ 197,448 ） （ 32,165 ） （ 19.5 ）

（ 48,009 ） （ 55,574 ） （ 7,564 ） （ 15.8 ）

27,850 72,798 44,947 161.4

（ 5,143 ） （ 6,716 ） （ 1,573 ） （ 30.6 ）

（ 2,130 ） （ 4,233 ） （ 2,103 ） （ 98.8 ）

311,224 349,816 38,592 12.4

39,837 45,991 6,153 15.4

（ 315 ） （ 716 ） （ 401 ） （ 127.0 ）

185,211 116,176 △  69,035 △  37.3

1,710 153 △  1,557 △  91.1

13,093 3,841 △  9,251 △  70.7

△  11,382 △  3,688 7,693 －

173,829 112,487 △  61,342 △  35.3

38,355 45,885 7,529 19.6

△  8,199 △  20,036 △  11,836 －

30,156 25,848 △  4,307 △  14.3

143,672 86,638 △  57,034 △  39.7

729 1,033 304 41.7

142,943 85,605 △  57,338 △  40.1

区　　　分 比較増減

（うち有価証券売却益）

増減率
( ) ( )

自 2014年４月１日

至 2014年９月30日

自 2015年４月１日

至 2015年９月30日

特別利益

その他経常損益

資産運用収益

営業費及び一般管理費

（うち有価証券売却損）

（うち有価証券評価損）

（うち正味支払保険金）

保険引受費用

親会社株主に帰属する中間純利益

法人税等合計

中間純利益

法人税及び住民税等

法人税等調整額

非支配株主に帰属する中間純利益

経常利益

特別損失

（うち生命保険金等）

（うち満期返戻金）

経

常

損

益

特

別

損

益

（うち諸手数料及び集金費）

（うち損害調査費）

（うち生命保険料）

資産運用費用

（うち利息及び配当金収入）

前中間
連結会計期間

当中間
連結会計期間

税金等調整前中間純利益

保険引受収益

特別損益

（うち持分法投資損益）

（うち正味収入保険料）

（うち収入積立保険料）

（うち責任準備金等繰入額）

（うち支払備金繰入額）
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（２）種目別保険料・保険金

元受正味保険料(含む収入積立保険料)

火 災 274,329 17.1 8.1 330,039 18.6 20.3

海 上 63,897 4.0 5.2 63,441 3.6 △ 0.7

傷 害 176,563 11.0 10.8 181,210 10.2 2.6

自 動 車 624,232 38.9 7.2 664,900 37.5 6.5

自動車損害賠償責任 140,352 8.7 △ 0.3 148,091 8.4 5.5

そ の 他 326,003 20.3 9.7 384,363 21.7 17.9

合 計 1,605,379 100.0 7.5 1,772,047 100.0 10.4

(うち収入積立保険料) ( 62,813 ) ( 3.9 ) ( 13.6 ) ( 64,683 ) ( 3.7 ) ( 3.0 )

正味収入保険料

火 災 245,368 16.2 4.1 341,579 19.7 39.2

海 上 56,932 3.8 5.1 61,012 3.5 7.2

傷 害 113,568 7.5 5.2 116,324 6.7 2.4

自 動 車 642,896 42.4 8.7 694,774 40.0 8.1

自動車損害賠償責任 149,641 9.9 5.4 155,838 9.0 4.1

そ の 他 309,258 20.4 8.9 365,592 21.1 18.2

合 計 1,517,665 100.0 7.2 1,735,122 100.0 14.3

正味支払保険金

火 災 150,575 18.9 36.5 116,016 14.6 △ 23.0

海 上 25,231 3.2 △ 11.8 28,576 3.6 13.3

傷 害 47,709 6.0 0.7 47,660 6.0 △ 0.1

自 動 車 345,543 43.4 3.9 356,647 45.0 3.2

自動車損害賠償責任 116,071 14.6 △ 0.6 114,468 14.4 △ 1.4

そ の 他 110,717 13.9 0.6 129,877 16.4 17.3

合 計 795,850 100.0 6.7 793,246 100.0 △ 0.3

自　2014年４月１日

至　2014年９月30日

構成比
(％)

至　2014年９月30日

対前年増減
(△)率(％)

前中間連結会計期間

金 額
(百万円)

構成比
(％)

前中間連結会計期間

自　2014年４月１日

当中間連結会計期間前中間連結会計期間

自　2014年４月１日 自　2015年４月１日

至　2014年９月30日

金 額
(百万円)

金 額
(百万円)

当中間連結会計期間

構成比
(％)

当中間連結会計期間

自　2015年４月１日

至　2015年９月30日

対前年増減
(△)率(％)

対前年増減
(△)率(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

対前年増減
(△)率(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

区　　分

区　　分

区　　分

対前年増減
(△)率(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

自　2015年４月１日

至　2015年９月30日

至　2015年９月30日

対前年増減
(△)率(％)
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（３）有価証券関係

１．満期保有目的の債券

（単位：百万円）

２．責任準備金対応債券

（単位：百万円）

３．その他有価証券

（単位：百万円）

時価が中間連結貸借
対照表（連結貸借対
照表）計上額を超え
ないもの

時価が中間連結貸借
対照表（連結貸借対
照表）計上額を超え
るもの

合 計

時価が中間連結貸借
対照表（連結貸借対
照表）計上額を超え
ないもの

公 社 債

外 国 証 券

小 計

小 計

中間連結貸借対照表
（連結貸借対照表）
計上額が取得原価を
超えるもの

中間連結貸借対照表
（連結貸借対照表）
計上額が取得原価を
超えないもの 855,405

321,536

849,532

319,857

9,547,781

549,097

12,66911,381 12,221 △ 840

△ 1,679

506,942

184,250

42,155

6,884,288

2,473,805△ 37,529

2,663,493

519,981

740,860

小 計 2,411,449

合 計 11,440,275

1,930,0241,892,494

2,037

119,056 124,522

連結
貸借対照表

計上額
取得原価

2,020

差額

5,465

前連結会計年度

（2015年３月31日）

686,400

2,247,567

2,492,495

3,666,969

2,291,458

3,384,924

227,412

282,044

2,111,880

2,440,464

101,488

33,891

72,038

1,699

76,476

40,543

中間連結
貸借対照表
計上額

時価

合 計

連結
貸借対照表

計上額
時価 差額

前連結会計年度

（2015年３月31日）

当中間連結会計期間前連結会計年度

（2015年９月30日）（2015年３月31日）

連結
貸借対照表

計上額
時価 差額

442,862

15,970

3,715,236

329

3,698,936

16,300

3,256,138

4,441

2,048

当中間連結会計期間

（2015年９月30日）

5,482117,019 122,502

42,728

3,285,559

2,184

△ 125

3,728,421

2,029

3,728,5103,296,521 431,989

13,184

277,0703,496,947 3,219,876

取得原価
中間連結
貸借対照表
計上額

（2015年９月30日）

103,200

1,712

107,629

1,699

中間連結
貸借対照表
計上額

時価

105,929

1,612

2,047 2,043

差額

26,214

2,618

4,540

3,272,109

△ 19

4,665

△ 24511,400

△ 26513,449

443,127

442,797

11,155

3,697,144

△ 4

431,5033,265,640

26,826

3,291,855 3,723,970 432,114

79,774 3,297

32,278

69,209

差額

2,314,019

482,024

1,806,095

37,957

2,497 △ 121

611

192,896

2,828

2,812,843

2,518,871

△ 1,342

1,014,560 △ 12,548

△ 29,137

14,011

1,002,011△ 5,872

1,212,517

△ 16

△ 1,458

700,963

185,708

6,635,8698,949,888

△ 12

4,429

差額

当中間連結会計期間

種　　類

種　　類

種　　類

公 社 債

外 国 証 券

小 計

公 社 債

外 国 証 券

小 計

時価が中間連結貸借
対照表（連結貸借対
照表）計上額を超え
るもの

711,722

△ 62,356

8,814,312

その他（注）３

9,109,674 2,251,662

△ 47,0071,259,524

11,361,3372,625,963

公 社 債

株 式

外 国 証 券

その他（注）２

小 計

公 社 債

株 式

外 国 証 券

△ 12外 国 証 券 2,037 2,020 △ 16 1,712
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（注） １．

２．

３．

４．減損処理を行った有価証券

　前連結会計年度の「その他」には、連結貸借対照表において現金及び預貯金として処理されている譲渡性預金（連結貸借対照表計上

額21,811百万円、取得原価21,811百万円）ならびに買入金銭債権として処理されているコマーシャルペーパー等（連結貸借対照表計上

額827,719百万円、取得原価833,591百万円、差額△5,871百万円）を含めております。

　当中間連結会計期間の「その他」には、中間連結貸借対照表において現金及び預貯金として処理されている譲渡性預金（中間連結貸

借対照表計上額81,016百万円、取得原価81,016百万円）ならびに買入金銭債権として処理されているコマーシャルペーパー等（中間連

結貸借対照表計上額895,241百万円、取得原価904,786百万円、差額△9,544百万円）を含めております。

　前連結会計年度において、その他有価証券（時価を把握することが極めて困難と認められるものを除く。）について4,416百万円（うち、株

式10百万円、外国証券3,210百万円、その他1,195百万円）、その他有価証券で時価を把握することが極めて困難と認められるものについて

1,391百万円（うち、株式828百万円、外国証券515百万円、その他47百万円）減損処理を行っております。

　当中間連結会計期間において、その他有価証券（時価を把握することが極めて困難と認められるものを除く。）について5,740百万円（う

ち、株式531百万円、外国証券3,447百万円、その他1,761百万円）、その他有価証券で時価を把握することが極めて困難と認められるものにつ

いて254百万円（うち、株式49百万円、外国証券205百万円）減損処理を行っております。

　なお、有価証券の減損については、原則として、中間連結会計期間末（連結会計年度末）の時価が取得原価と比べて30％以上下落したもの

を対象としております。

　時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券は、上表に含めておりません。

　前連結会計年度の「その他」には、連結貸借対照表において現金及び預貯金として処理されている譲渡性預金（連結貸借対照表計上

額188百万円、取得原価186百万円、差額2百万円）ならびに買入金銭債権として処理されている海外抵当証券等（連結貸借対照表計上

額531,002百万円、取得原価491,841百万円、差額39,161百万円）を含めております。

　当中間連結会計期間の「その他」には、中間連結貸借対照表において現金及び預貯金として処理されている譲渡性預金（中間連結貸

借対照表計上額196百万円、取得原価189百万円、差額7百万円）ならびに買入金銭債権として処理されている海外抵当証券等（中間連

結貸借対照表計上額511,303百万円、取得原価475,833百万円、差額35,469百万円）を含めております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度 当中間連結会計期間
(2015年３月31日) (2015年９月30日)

通貨 通貨先物取引

売建 8,826 － － 8,199 － － 
買建 － － － 4,253 － － 

為替予約取引

売建 352,119 △ 1,747 △ 1,747 581,861 5,754 5,754 
買建 36,643 △ 279 △ 279 47,612 △ 378 △ 378 

通貨ｽﾜｯﾌﾟ取引 211,065 △ 462 △ 462 182,483 △ 1,097 △ 1,097 
通貨ｵﾌﾟｼｮﾝ取引

売建 62,884 65,177 
(7,296) 11,493 △ 4,196 (5,960) 7,633 △ 1,673 

買建 34,751 36,701 
(4,177) 8,527 4,350 (3,642) 6,433 2,791 

金利 金利先物取引

売建 115,637 － － 71,889 － － 
買建 7,764 － － 437 － － 

金利ｵﾌﾟｼｮﾝ取引

売建 29,407 14,717 
(314) 0 313 (218) 0 217 

金利ｽﾜｯﾌﾟ取引 3,725,130 6,491 6,491 3,220,453 20,279 20,279 

株式 株価指数先物取引

売建 25,175 △ 66 △ 66 55,806 335 335 
株価指数ｵﾌﾟｼｮﾝ取引

売建 58,306 65,837 
(1,667) 3,378 △ 1,710 (2,025) 1,610 415 

買建 78,485 85,066 

(9,071) 6,816 △ 2,254 (9,562) 5,132 △ 4,430 

債券 債券先物取引

売建 141,894 △ 1,060 △ 1,060 206,487 △ 1,969 △ 1,969 
債券先物ｵﾌﾟｼｮﾝ取引

売建 14,600 － 
(12) 21 △ 9 (－) － － 

買建 14,700 － 
(24) 44 19 (－) － － 

債券店頭ｵﾌﾟｼｮﾝ取引
売建 34,775 20,988 

(214) 108 105 (90) 77 13 
買建 34,775 20,988 

(261) 431 170 (116) 120 3 

信用 ｸﾚｼﾞｯﾄ･ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引

売建 18,412 △ 807 △ 807 16,812 △ 401 △ 401 

商品 商品ｽﾜｯﾌﾟ取引 5,922 △ 224 △ 224 5,091 △ 199 △ 199 

その他 指数ﾊﾞｽｹｯﾄ･ｵﾌﾟｼｮﾝ取引

買建 174,952 132,231 
(43,913) △ 3,802 △ 47,715 (46,282) △ 2,427 △ 48,710 

自然災害ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引

売建 37,598 41,145 
(2,651) 1,067 1,583 (3,315) 2,040 1,275 

買建 20,219 23,020 
(767) 163 △ 604 (1,519) 928 △ 591 

ｳｪｻﾞｰ・ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引

売建 13 28 
(1) 0 0 (2) 0 1 

30,094 △ 48,104 43,869 △ 28,368 

（注）１．下段（　）書きの金額は、オプション料の金額であります。

　　　２．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載の対象から除いております。

合　　　計

評価損益時価契約額等評価損益

（４）デリバティブ取引関係

対象物
の種類

取引の種類
時価契約額等

東京海上ホールディングス(株)(8766) 平成28年３月期 第２四半期決算短信
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